
№ 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

令和7年度島原市プレ
ミアム付商品券発行事
業（第2次）

①円安と原油高等における様々な影響から物価高騰となっている。特に食料品が価格高騰して
いる状況であることから、プレミアム付商品券を発行し、消費支援及び消費喚起を行うことで
市内経済の活性化を図るもの。

②補助金
事業主体：島原商工会議所、有明町商工会
商品券：1セット2千円で5千円分（千円券×5枚）の商品券を販売（プレミア率150％）
※5千円×8万3千セット＝4億1,500万円分の消費支援・消費喚起
使用業種：スーパー、商店、飲食店、ガソリンスタンド等
③プレミア経費：249,000千円（3千円×2セット×41,500人）
　事務経費　　：14,928千円（商品券印刷費、広告宣伝費、商品券発行のため一時的に雇用す
る者の人件費、消耗品等）
④市民及び市内事業者（島原市プレミアム付商品券取扱店）

R7.12 R8.3

2
③消費下支え等を通

じた生活者支援

令和7年度島原市プレ

ミアム付商品券発行事
業

①円安と原油高等における様々な影響から物価高騰となっている。特に食料品、ガソリンや灯
油が価格高騰している状況であることから、プレミアム付商品券を発行し、消費支援及び消費
喚起を行うことで市内経済の活性化を図るもの。
②補助金
事業主体：島原商工会議所、有明町商工会
商品券：1セット3千円で5千円分（千円券×5枚）の商品券を販売（プレミア率67％）

※5千円×6万セット＝3億円分の消費支援・消費喚起
使用業種：スーパー、商店、飲食店、ガソリンスタンド等
③プレミア経費：120,000千円（2千円×6万セット）
　事務経費　　：14,850千円（商品券印刷費、広告宣伝費、商品券発行のため一時的に雇用す
る者の人件費、消耗品等）
④市民及び市内事業者（島原市プレミアム付商品券取扱店）

R7.4 R8.2

3
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度家畜飼料価
格高騰対策事業

①円安等における様々な影響による世界的な物流の停滞や燃油高騰による輸送費の増加等によ
り、家畜飼料用の輸入原料が高騰し、畜産経営において大きな負担となっているため、配合飼
料価格安定制度の農業者積立金の一部を助成することにより、畜産経営の安定化と事業継続の
支援を図る。
②補助金
令和6年4月1日から令和7年3月31日までに購入した配合飼料等1トン当たり200円以内を助成
③対象数量　78,000t
助成単価　200円/ｔ　（配合飼料価格安定制度　生産者積立金１トン当たり800円×1/4）

78,000ｔ×200円＝15,600,000円
④市内に経営の主体を置く配合飼料価格安定制度へ加入している畜産農家

R7.5 R7.10

4
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度施設園芸等
燃油価格高騰対策事業

①円安等における様々な影響による原油価格の高止まりに伴い、施設園芸等で使用する燃油の
価格が高水準で推移し農業経営を圧迫しているため、燃油購入費の一部を支援することで、農
林業経営の安定化と事業継続の支援を図る。

②補助金
令和6年4月1日から令和7年3月31日までに購入した施設園芸等の加温又は葉たばこの乾燥等に
供する燃油の購入費について一部助成
③＜A重油、灯油等＞1ℓあたり10円
      使用見込量　524,000ℓ×10円＝5,240千円　Ⓐ
   ＜LPガス＞1㎥あたり20円
      使用見込量3,000㎥×20円＝60千円　Ⓑ
      Ⓐ＋Ⓑ＝5,300千円

④市内に住所を有し、加温を要する農作物、特用林産物又は葉たばこを栽培する農林業者

R7.5 R7.10

5
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度優良肉用子
牛生産推進緊急対策事
業

①円安と原油高騰における様々な影響から家畜飼料などの物価高騰により、生産者の肉用子牛
の購買意欲が減退し、肉用子牛の販売価格が急落しているため、経営改善に取り組む肉用子牛
生産農家に対して支援し、生産者の意欲を高め、肉用子牛の生産基盤の維持・強化を図る。
②補助金
JA全農長崎 県南家畜市場での黒毛和種子牛の平均販売価格が60万円を下回った場合に、販売
頭数に応じて奨励金を交付
令和6年4月から令和7年3月販売分
③販売見込頭数1,200頭×10千円/頭＝12,000千円
　 ※県南家畜市場での販売見込頭数：1,200頭（R6.4～R7.3)
④市内に経営の主体を置き、飼養管理向上に取り組む肉用子牛生産農家

R7.5 R7.10

令和7年度物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金実施計画



6
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度乳用牛生産
コスト高騰対策事業

①購入粗飼料等の価格高騰の影響を受け、生産コストが上昇している酪農経営について、生産
コスト上昇分の一部を支援することにより、酪農経営の安定化と事業継続の支援を図る。
②補助金
乳用牛の経産牛１頭あたり10,000円を助成
※生産コスト上昇分の1/2以内を助成
③1,050頭×10,000円＝10,500,000円
※対象頭数は令和7年2月1日現在の乳用牛の経産牛
④市内に住所を有し酪農業を営む者

R7.5 R7.10

7
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度農業水利施
設電気料高騰対策事業

①原油価格高騰の影響を受けている農業者の負担軽減を図るため、土地改良区が電気料金の支
払いを負担している農業水利施設に対して、電気料金高騰分の一部を支援する。
②補助金
令和3年度同月分の燃料費等調整額の差額に令和6年度中の月毎の支払額にかかる電気使用量を
乗じた額の1/2を補助
③対象期間：令和6年4月～令和7年1月分
補助額：対象経費×1/2
　　　（内訳）
　　　　島原深江（南島原市と折半）221,762円
　　　　三会原　　　　　　　　　　　　 213,935円
　　　　宇土山　　　　　　　　　　　　（実績なし）
　　　　柏野佐野　　　　　　　　　　　　 1,000円
　　　　川内　　　　　　　　　　　　　　　 1,000円
　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　 437,697円　≒　438千円
④市内土地改良区

R7.5 R7.7

8
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度漁業用燃油
価格高騰対策事業

①物価高騰の影響に伴い、漁業活動に使用する燃油の価格が高水準で推移し、漁業経営に深刻
な影響を及ぼしている。このような状況に鑑み、燃油購入費の一部を支援することにより、漁
業経営の安定化、ひいては水産物の安定供給に寄与する。
②委託料
対象期間内の購入した漁業用燃油の費用について一部支援するため漁業協同組合へ委託し、市
内に住所を有する漁協の正組合員の購入燃油1リットル当たり10円を支援。その他、支援に係
る書類検査等の人件費、印刷費等
委託先：島原市内の漁業協同組合
③令和6年4月1日から令和7年3月31日までに購入した漁業用燃油
　（内訳）
　　　購入支援：426,000ℓ×10円＝4,260千円
　　　人件費：264,000円　　　⇒　　　264千円
　　　印刷費：13,00円　　　　⇒　　　　13千円
　　　消費税：453,700円　　　⇒　　　454千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　4,991千円

④市内に住所を有する漁協の正組合員

R7.5 R7.9

9

②エネルギー・食料
品価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯支

援

令和7年度「おいしく
いただきます」子育て
応援学校給食費支援事

業

①継続して高騰する食材費の増額分を、給食費の値上げではなく補助金を活用することによっ
て、保護者の金銭的な負担増を回避するとともに、安心安全な学校給食を提供し続けることを
目的とする。
②補助金
物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減するための小中学校等における学校給食費等の

支援（※教職員の給食費は含んでおりません）
③【令和7年度支援額】
令和6年度の支援額（令和7年2月まで）
・小学校　1食あたり45円　181食　2,240人　総額18,245千円
・中学校　1食あたり50円　179食　1,136人　総額10,167千円
令和6年度から食材費が1.22倍増額
・米殻…1.45倍　・精肉加工品…1.12倍　・野菜…1.15倍　・牛乳…1.17倍
値上率の平均は、（1.45＋1.12＋1.15＋1.17）÷4≒1.22

(1)市内小学生2,134名　1食あたり不足額45円×1.22倍＝55円 回数181食
　　2,134名×55円×181食＝21,244千円
(2)市内中学生1,148名　1食あたり不足額50円×1.22倍＝61円 回数179食
　　1,148名×61円×179食＝12,535千円
　　　　　合計不足額　33,779千円
※令和8年3月分の材料費総額は令和8年4月下旬にならないと確定できないので、交付金の実績
報告に間に合わないため、令和8年2月分までを交付金の対象期間とする。3月分2,623千円は市
が負担する。
④島原市学校給食会

R7.4 R8.3



10

②エネルギー・食料
品価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯支
援

令和7年度保育所等副
食費助成事業

①食料品等の物価高騰の影響を受け、保育所等における給食に使用する食材も高騰し、保育所
等の施設の運営にも影響を及ぼしております。副食費助成事業は、令和元年10月から始まった
幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者負担が発生する副食費について助成を行い、子育て世
帯の経済的負担の軽減を図るために実施しておりますが、高騰している食材費の増加分を引き
続き支援することで、保護者負担を軽減する。
②補助金
保育所や認定こども園に入所している３歳以上の子ども（ただし、国が副食費の免除対象者と
した子どもを除く）の副食費を１人当たり月4,900円（うち400円は近年の物価高騰を受け、補
助上限額を引上げたもの）を上限に助成を行い、保護者負担の軽減を行う。（※教職員の副食
費は含んでおりません）
③価格変更前：4,500円×500人×12か月＝27,000千円 （A)

　 価格変更後：4,900円×500人×12か月＝29,400千円 （B)
　高騰相当額：（B)－（A)＝2,400千円
④保育所・認定こども園

R7.4 R8.3

11
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

令和7年度セーフティ
ライト（防犯灯）維持
管理交付金

①円安と原油高騰により様々な物価が高騰しており、限られた会費で運営している町内会・自
治会の活動にも影響が出てきていることから、町内会・自治会が維持管理するセーフティライ
ト（防犯灯）の電気料金に対して、１灯当たり年間の電気料金平均増額見込額（210円）を給
付することで、町内会・自治会の負担軽減を図り、町内会・自治会活動の停滞を防ぐもの。
②給付金及び事務費
　1防犯灯あたり電気料金の増加見込額210円を支援する。
③防犯灯数3,700灯×給付金単価210円＝777,000円
　 事務費（郵送料、振込手数料、消耗品等）41,000円
④町内会・自治会

R7.9 R8.3

12
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度農業水利施

設電気料高騰対策事業
（第2次）

①原油価格高騰の影響を受けている農業者の負担軽減を図るため、土地改良区が電気料金の支

払いを負担している農業水利施設に対して、電気料金高騰分の一部を支援する。
②③
対象期間：令和7年4月～令和8年1月分
対象経費：令和3年度同月分の電気料金調整単価（燃料費等調整単価）の差額に令和7年度中の

月毎の支払額にかかる電気使用量を乗じた額
補助額：対象経費×1/3
　　　（内訳）
　　　　島原深江（南島原市と折半）386,666円、三会原541,666円、
　　　　川内16,000円、柏野佐野5,000円
　　　　　⇒　計949,332円　≒　950千円
④市内土地改良区

R7.4 R8.3

13

②エネルギー・食料
品価格等の物価高騰
に伴う子育て世帯支
援

令和7年度「おいしく
いただきます」子育て
応援学校給食費支援事
業補助金（第2次）

①継続して高騰する食材費の増額分を、給食費の値上げではなく補助金を活用することによっ
て、保護者の金銭的な負担増を回避するとともに、安心安全な学校給食を提供し続けることを
目的とする。
②補助金

物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減するための小中学校等における学校給食費等の
支援（※教職員の給食費は含んでいない）。
補助対象期間は令和7年11月から令和8年2月までの4ヵ月とする。
③対象者　小学生2,127名、中学生1,133名
　 対象給食数　11月：18回、12月：18回、1月：16回、2月：18回　計70回
　 単価（物価高騰分）　35円（1食あたり）
　 補助額　小学生　2,127名×70回×35円＝5,211,150円
　　　　　　  中学生　1,133名×70回×35円＝2,775,850円　計7,987,000円
④島原市学校給食会

R7.9 R8.3

14

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度しまばら斎
場管理経費高騰差額分
充当事業

①円安と原油価格等の物価高騰の影響を受けた生活者が、これまでと同様に施設を安心して利
用できるよう、しまばら斎場の火葬場管理にかかる燃料費等を支援する。
②需用費：燃料費、光熱水費
③令和7年度のしまばら斎場に係る令和6年度からの燃油料等の上昇分を支援する。対象期間は
令和7年4月から令和8年2月分までの11ヵ月。
　灯油高騰分165,000円、水道高騰分10,692円　計175,692円
⇒総事業費5,360千円（12ヵ月分）＝高騰額175千円+その他（一般財源）5,185千円

④しまばら斎場

R7.4 R8.3

15

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度前浜クリー
ン館管理経費高騰差額
分充当事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により、原油価格や電気・ガス料金等の影響を受けた
し尿処理施設「前浜クリーン館」の燃料費等経費を支援する。
②需用費：光熱水費、燃料費
③令和7年度の前浜クリーン館に係る令和6年度からの電気料金や燃料費等の上昇分を支援す
る。
令和7年4月～令和8年2月分の高騰分を支援。
　令和6年決算額（4～2月分）
　　電気・水道46,374,788円、燃料8,011,424円
　　　計54,386,212円　（A)
　令和7年度予算額（4～2月分）
　　電気・水道54,083,326円、燃料9,274,320円
　　　計63,357,646円　（B)
　高騰額：（Ｂ)-（Ａ)＝8,971,434円
⇒総事業費69,124千円（12ヵ月分）＝高騰額8,971千円+その他（一般財源）60,153千円

④前浜クリーン館

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度島原市保健
センター管理経費高騰
差額分充当事業

①円安と原油高等における様々な影響から、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響
を受けた保健センターの光熱水費を支援する。
②③令和7年度の島原市保健センターに係る令和6年度からの光熱水費（電気・ガス・水道）の
上昇分を支援する。
令和7年4月から令和8年2月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　2,862千円（Ａ）
　令和6年度決算額　2,727千円（Ｂ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）＝135千円
⇒総事業費3,122千円（12ヵ月分）＝高騰額135千円+その他（一般財源）2,987千円
④島原市保健センター

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度島原市有明
保健センター管理経費
高騰差額分充当事業

①円安と原油高等における様々な影響から、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響
を受けた保健センターの光熱水費を支援する。
②③令和7年度の島原市有明保健センターに係る令和6年度からの光熱水費（電気・ガス・水
道）の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和8年2月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　1,561千円（Ａ）
　令和6年度決算額　1,318千円（Ｂ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）＝243千円
⇒総事業費1,703千円（12ヵ月分）＝高騰額243千円+その他（一般財源）1,460千円
④島原市有明保健センター

R7.4 R8.3

18

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物

価高騰対策支援

令和7年度島原市三会
保育園学童管理経費高

騰差額分充当事業

①円安と原油高騰における様々な影響から、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響
を受けた三会保育園学童の光熱水費を支援する。
②③令和7年度の三会保育園学童に係る令和6年度からの光熱水費（電気・水道・灯油）の上昇
分を支援する。
令和7年4月から令和8年2月までの高騰分を支援。
　令和7年度見込額　448千円（Ａ）

　令和6年度決算額　366千円（Ｂ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）＝82千円
⇒総事業費364千円（12ヵ月分）＝高騰額82千円+その他（一般財源）282千円
④三会保育園学童

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度島原農村環
境改善センター管理経
費高騰差額分充当事業

①円安と原油高等における様々な影響から、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響
を受けた農村環境改善センターの光熱費（電気料）を支援する。
②需用費：光熱水費
③令和7年度の農村環境改善センターに係る令和6年度からの電気料金の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和8年2月分までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額（11ヵ月分）　1,986千円　（A)
　令和6年度決算額（11ヵ月分）　1,961千円　（B)
　高騰額：（A)-（B)＝25千円
⇒総事業費2,166千円（12ヵ月分）＝高騰額25千円+その他（一般財源等）2,141千円
④農村環境改善センター

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方

単独事業

令和7年度有明農林漁
業体験実習施設「舞岳
山荘」管理経費高騰差

額分充当事業

①円安と原油高等における様々な影響から、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響
を受けた舞岳山荘の光熱費及び燃料費（電気料・ガス代・灯油代）を支援する。
②需用費：光熱水費、燃料費
③令和7年度の島原市有明農林漁業体験実習施設に係る令和6年度からの電気・燃料の上昇分を
支援する。
令和7年4月から令和8年2月分までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額（11ヵ月分）　2,028千円　（A)

　令和6年度決算額（11ヵ月分）　1,991千円　（B)
　※3月分は年度末に金額把握困難のため除外している
　高騰額：（A)-（B)＝37千円
⇒総事業費2,212千円（12ヵ月分）＝高騰額37千円+その他（一般財源等）2,175千円
④島原市有明農林漁業体験実習施設

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度有明福祉セ
ンター管理経費高騰差
額分充当事業

①エネルギー価格高騰の影響を受ける指定管理者に対し経営維持を支援するため、エネルギー
価格高騰分について支援する。
②③令和7年度の有明福祉センターに係る令和6年度からの光熱水費等（電気、水道、ガス、燃

料費）の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和8年2月までの高騰分を支援。
　令和7年度見込額　18,743,138円（Ａ）
　令和6年度決算額　16,511,101円（Ｂ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）＝2,232,037円
⇒総事業費38,004千円（12ヵ月分）＝高騰額2,232千円+その他（一般財源）35,772千円
④有明福祉センター

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度水道施設管
理経費高騰差額分充当
事業

①電気料金が高騰している状況であることから、本市水道事業の経営にも影響を及ぼしてい
る。今後、電気料金が高止まりした場合に水道事業の経営にも影響を与え、それが需要者であ
る市民へも影響がでてくるため、水道を供給する水道施設等にかかる電気料金について交付金
を活用し、本市の水道施設等にかかる電気料金の上昇分について支援する。
②③令和7年度の水道施設の動力費に係る令和6年度からの電気料金の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和7年12月分までの電気料金高騰分を支援。
　令和7年度予算額　61,280千円　（A)
　令和6年度決算額　54,271千円　（B)

　令和8年1月～3月高騰相当額　1,741千円　（C)
高騰額：（A)-（B)-（C)＝5,268千円
④島原市水道事業者

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度小中学校施
設管理経費高騰差額分
充当事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた公立小中学校が電力価格等の高騰によ
り教育環境の低下を招かないよう管理経費の高騰分について支援する。
②③令和7年度の小中学校に係る令和6年度からの電気料金等の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和7年12月分までの高騰分を支援。
小学校
　令和7年度予算額　60,690千円　（A)
　令和6年度決算額　55,941千円　（B)
　令和8年1月～3月高騰相当額　1,737千円　（C)
　高騰額：（A)-（B)-（C)＝3,012千円
中学校
　令和7年度予算額　22,002千円（ａ）

　令和6年度決算額　20,992千円（ｂ）
　令和8年1月～3月高騰相当額　866千円（ｃ）
　高騰額：（ａ）-（ｂ）-（ｃ）＝144千円　　小学校・中学校計　3,156千円
⇒総事業費82,692千円（12ヵ月分）＝高騰額3,156千円+その他（一般財源）79,536千円
④市内小中学校

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方

単独事業

令和7年度公立公民館
管理経費高騰差額分充
当事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、生涯学習の推進に必要な公立公民館施設の運営にも影響を
及ぼしている。生涯学習環境の低下を招かないよう、価格高騰の影響を受けている電気料金・
水道料金の増額分について支援する。
②③令和7年度の各公民館に係る令和6年度からの電気・水道料金の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
電気
　令和7年度予算額　10,254千円　（A)
　令和6年度決算額　 9,535千円　（B)
　令和8年1月～3月高騰相当額　348千円　（C)
　高騰額：（A)-（B)-（C)＝371千円

水道
　令和7年度予算額　508千円（ａ）
　令和6年度決算額　410千円（ｂ）
　令和8年1月～3月相当額△25千円（ｃ）
　高騰額：（ａ）-（ｂ）-（ｃ）＝123千円　　　　電気・水道計　494千円
⇒総事業費10,762千円（12ヵ月分）＝高騰額494千円+その他（一般財源）10,268千円
④市内7地区の市立公民館

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方

単独事業

令和7年度島原復興ア
リーナ周辺施設管理経
費高騰差額分充当事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の増進のために必要なスポーツ施
設の経営安定を図るため、スポーツ施設を運営する事業者に対し、水道料金の価格高騰の影響
を受けている経費についても指定管理料を増額し支払っていることから、その価格高騰の影響
を受けている経費の増額分について支援する。
②③令和7年度の島原復興アリーナ周辺施設に係る令和6年度からの水道料金の上昇分を支援す
る。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　2,087千円（Ａ）

　令和6年度決算額　1,266千円（Ｂ）
　令和8年1月～3月相当額0千円（Ｃ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）＝821千円
⇒総事業費2,087千円（12ヵ月分）＝高騰額821千円+その他（一般財源）1,266千円
④島原復興アリーナ周辺施設

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度平成町人工
芝グラウンド管理経費
高騰差額分充当事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の増進のために必要なスポーツ施
設の経営安定を図るため、スポーツ施設を運営する事業者に対し、電気料金等の価格高騰の影
響を受けている経費についても指定管理料を増額し支払っていることから、その価格高騰の影
響を受けている経費の増額分について支援する。
②③令和7年度の平成町人工芝グラウンドに係る令和6年度からの電気料金等（電気料金、ガソ
リン料金、及び水道料金）の上昇分を支援する。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　3,329千円（Ａ）
　令和6年度決算額　2,234千円（Ｂ）
　令和8年1月～3月相当額　25千円（Ｃ）

　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）＝1,070千円
⇒総事業費3,329千円（12ヵ月分）＝高騰額1,070千円+その他（一般財源）2,259千円
④平成町人工芝グラウンド

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度有明プール
管理経費高騰差額分充
当事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の増進のために必要なスポーツ施
設の経営安定を図るため、スポーツ施設を運営する事業者に対し、電気料金等の価格高騰の影
響を受けている経費についても指定管理料を増額し支払っていることから、その価格高騰の影
響を受けている経費の増額分について支援する。
②③令和7年度の有明プールに係る令和6年度からの電気料金等（電気料金、及び重油料金）の
上昇分を支援する。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　10,250千円（Ａ）
　令和6年度決算額　8,593千円（Ｂ）
　令和8年1月～3月相当額　372千円（Ｃ）

　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）＝1,285千円
⇒総事業費10,250千円（12ヵ月分）＝高騰額1,285千円+その他（一般財源）8,965千円

④有明プール

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度市営陸上競
技場周辺施設管理経費
高騰差額分充当事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の増進のために必要なスポーツ施
設の経営安定を図るため、スポーツ施設を運営する事業者に対し、水道料金の価格高騰の影響
を受けている経費についても指定管理料を増額し支払っていることから、その価格高騰の影響
を受けている経費の増額分について支援する。
②③令和7年度の市営陸上競技場周辺施設に係る令和6年度からの水道料金の上昇分を支援す
る。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　1,105千円（Ａ）
　令和6年度決算額　1,007千円（Ｂ）
　令和8年1月～3月相当額　0千円（Ｃ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）＝98千円

⇒総事業費1,105千円（12ヵ月分）＝高騰額98千円+その他（一般財源）1,007千円
④市営陸上競技場周辺施設

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

令和7年度霊丘公園体
育館弓道場周辺施設管
理経費高騰差額分充当
事業

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の増進のために必要なスポーツ施
設の経営安定を図るため、スポーツ施設を運営する事業者に対し、水道料金の価格高騰の影響
を受けている経費についても指定管理料を増額し支払っていることから、その価格高騰の影響
を受けている経費の増額分について支援する。
②③令和7年度の霊丘公園体育館弓道場周辺施設に係る令和6年度からの水道料金の上昇分を支
援する。
令和7年4月から令和7年12月までの高騰分を支援。
　令和7年度予算額　376千円（Ａ）
　令和6年度決算額　290千円（Ｂ）
　令和8年1月～3月相当額　6千円（Ｃ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）＝80千円
⇒総事業費376千円（12ヵ月分）＝高騰額80千円+その他（一般財源）296千円
④霊丘公園体育館弓道場周辺施設

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

令和7年度島原温泉ゆ
とろぎの湯管理経費高
騰差額分充当事業

①指定管理者制度に基づき運営している島原温泉ゆとろぎの湯（公衆浴場）が指定管理料及び
運営収入の範囲内で支払いをしている光熱費の高騰分を支援する。
②③令和7年度の島原温泉ゆとろぎの湯に係る令和6年度からの光熱費（電気・ガス）の上昇分
を支援する。
令和7年4月から令和8年2月までの高騰分を支援。
電気
　令和7年度予算額　83,548円（Ａ）
　令和6年度決算額　18,437円（Ｂ）
　高騰額：（Ａ）-（Ｂ）＝65,111円
ガス
　令和7年度予算額　5,579,407円（ａ）
　令和6年度決算額　5,077,962円（ｂ）
　高騰額：（ａ）-（ｂ）＝501,445円　　　電気・ガス計566,556円
⇒総事業費28,857千円（12ヵ月分）＝高騰額567千円+その他（一般財源）28,290千円
④島原温泉ゆとろぎの湯

R7.4 R8.3
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①食料品の物価高騰
に対する特別加算

令和7年度プレミアム
付デジタル商品券発行
事業

①物価高騰の影響を受ける消費者および事業者を支援するとともに、デジタル化を促進するた
め、デジタル商品券を発行し、地域経済の活性化や消費喚起を図るもの。
②業務委託
商品券：一口1500円分のプレミアムが付いた商品券を5,000円で販売（プレミア率30％）
※6,500円×2口×35,500人＝4億6千万円程度の消費支援・消費喚起
使用業種：スーパー、商店、飲食店等
③プレミア経費：106,500千円（1,500円×2口×35,500人）
　事務経費　　：21，911千円（プラットフォーム手数料、実施運営費、販促費、動画作成費
等）
④市民及び市内事業者（PayPay加盟店）
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